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１．本稿の目的
「我等ドイツ人は自由をものにできる（Wir 
Deutschen können Freiheit）」1、2015年10月
3日、すなわちドイツ再統一25年周年にあたり
Joachim Gauck連邦大統領は旧東ドイツ（以下
DDR）の平和革命を起点とした統一ドイツの歩み
を誇り、これを成し遂げた自信から、喫緊の難民
問題へ果敢に取り組む人々を勇気づけた2。本稿
で考察するザクセン・アンハルトも、ドイツ再統
一に際して再編された新連邦州のひとつである。
そして、人々の自由の実現を支える最も重要な必
要条件のひとつが行政である。なぜなら「そもそ
も、行政は、社会を共にし、運命を分かち合って
いる人々が互いに力を合わせて共通のニーズを充
足し、人間としてのよりよき存在のために必要な
諸条件を整えていくことを目指す集合的な営為で
ある」3からにほかならない。
ザクセン・アンハルトは1990年、CDU（キリス
ト教民主同盟）とFDP（自由民主党）の連立によ
る初代州政権のもと、3層制かつ3県庁を有する
州行政構造を構築した。それから現在に至るザク
セン・アンハルトは、他の連邦州との比較におい
て2つの点、すなわち第1に州政権交代が繰り返
されて現在に至っていること、第2に1990年代、
2000年代を通じて自治体の再編および州中層官
庁をめぐる州行政制度改革が積み重ねられている
ことについて、特徴的である。
そこで本稿では、以下の命題について検証す
る。すなわち、ザクセン・アンハルトにおいて特
徴的な州行政制度改革と州政権交代との間には相
関関係があるか。これについて、ザクセン・ア
ンハルトの州中層官庁が「州行政庁（Landesver- 
waltungsamt）」（以下：LVwA）」へと移行した制
度変革の事例から迫る。
２．ドイツにおける中層官庁
２．１．	中層官庁のモデル
5つの新連邦州を含めて、ドイツを構成する全
16の連邦州は、人口や面積から州行政制度に至
るまで多様である。本稿に先立つ寺迫（2012a）や
寺迫（2014b）での考察を踏まえつつ、本稿にお
いても、多様な州行政制度についての代表的事
例として、各州政府（Landesregierung）と自治
体（Landkreis, Stadt, Gemeinde等）を結節する
中層官庁に焦点を当てる4。なかでも、州内でい
くつかに区分された地域を所掌する中層官庁は、 
Bezirksregierung, Bezirkspräsidium、あるいは
Landesdirektionと各連邦州によって名称も多様
であるが、その制度および機能から、日本との比
較に鑑み「県庁」と総称できる。ドイツでは、州
の人口や面積に応じて、あるいは同程度の規模で
あっても、州ごとに県庁を設置しない2層制ある
いはこれを設置する3層制の州行政が並存し、さ
らに3層制でも州内に複数の県庁を設置する州あ
るいは単一のLVwA等とする州が並存する。
そもそもドイツにおける県庁は、1808年プロイ
センのシュタイン／ハルデンベルク改革（Stein/ 
Hardenberg-Reformen）により、当時すでに認識
されていた縦割りに分断した所管を地域レベル
で再び統合するための地域的結節官庁（regionale 
Bündelungsbehörde）として成立したもので、そ
の後ドイツ各地域へ広がり、200年の歴史を経
た現在も多くの連邦州において州省庁と自治体
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との中間に位置して「結節、調整および監査機
能（Bündelungs-, Koordinierungs-, und Kontroll-
funktionen）」を担っている5。
3層制を採用する連邦州における中層官庁の代
表的事例として、図1に示したのは、ザクセン・
アンハルトのLVwAが自ら示したイメージ図で
ある。これは、ザクセン・アンハルトにおける
一般的な政策過程におけるLVwAの位置づけを
表現したもので、図の上の部分では、政策形成・
政策決定が州議会による立法および州政府の各
省の指針・政令等によってなされることを示し
ている。図の中心の枠で囲まれた部分が政策実
施の2つのパターンを示しており、LVwAの所管
（Fachaufsicht） の下での郡あるいは「郡に属さな
い市（Kreisfreie Stadt）」（以下：独立市）によっ
て政策実施を担う場合と、LVwAが傘下部門と
ともに政策実施を担う場合が並立している。その
対象となるのが、図の下部に示された、市民、企
業、団体、市町村および公的機関等である。
ザクセン・ アンハルトのLVwAは2004年に
設置された機関で、その前身となる3つの県庁
（Regierungspräsidium）が統合されたものであ
る。従って、現在のザクセン・アンハルトも一
般的には、州首相府および州省といった最上位
官庁（oberste Landesbehörden）と下位行政レベ
ル（untere Verwaltungseben）として位置付けら
れる自治体との間に、両レベルを結節する包括的
な中層官庁としてLVwAを有する3層制の州行
政構造であると認識されている。ただし、現在の
LVwAが中層レベルの全ての所掌事務を担って
いるわけではなく、LVwAと同じく州内務省の
所管として州上級官庁（obere Landesbehörden）
レベルに位置づけられる州統計庁（Statistisches 
Landesamt Sachsen-Anhalt）など7、LVwAには
統合されていない機関ももちろん存在する。
また、中層官庁の有無を含む2層制あるいは3
層制をめぐる州行政構造の制度選択に際しては、
当然、自治体レベルの制度設計にも大きく左右さ
れる。ザクセン・アンハルトにおいても現在に
至るまで多くの自治体再編（Kreisgebietsreform）
が成されており、その中でも最も大きな2回の自
治体再編は、1994年と2007年に実施されている。
ザクセン・アンハルトの自治体制度は、基本的
に郡および郡に属さない独立市から構成される8。
郡の傘下には小規模の市町村（Gemeinde）があ
り、より規模の小さな市町村は連合市町村（Ver-
bandsgemeinde） や行政共同体（Verwaltungsge-
meinschaft）といった枠組みによって連携してい
る。現在のザクセン・アンハルトには11郡が存
在し、これらと郡に属さない3独立市によって構
成されている。3独立市とはすなわち、マクデブ
ルク（Magdeburg）市、ハレ（Halle an der Saale）
市、デッサウ・ロスラウ（Dessau-Roßlau）市で
ある。
２．２．	1990年以降から現在に至るまでの中層
官庁
ザクセン・アンハルトを他の連邦州と比較する
ため、以下の表1は、3都市州を除く13州の現在
の州行政構造について、2層制か3層制かを基準
にまとめたものである。この表1からは、大まか
に以下の3点が指摘できる。
第1に、3都市州を除く13州のうち、2層制は
5州、3層制は8州と2分されている。もちろんこ
れは、州人口や面積の規模について最少のザール
図1　LVwAのイメージ図
【出典】SchematischeDarstellung,Landesverwaltungsamt
UnsereAufgaben‒IhreKontaktより6
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ラントが2層制、最大級の規模のノルトライン・
ヴェストファーレンやバイエルンが3層制を選択
するといった当然の制度選択の傾向によるもの
の、それでも3層制であるザクセン・アンハルト
と同規模のブランデンブルクや両州を上回る規模
のニーダーザクセンが2層制を選択している。
第2に、3層制を採用する8州の内訳としては、
州内に複数の県庁を有する4州と単一の州中層官
庁へ統合された4州にちょうど2分されている。
これについては2000年以降の傾向として、1990
年当時はテューリンゲンのみだった州内に単一の
LVwAを設置する方式が、ザクセン・アンハルト
を含めて、ラインラント・プファルツの機能別中
層官庁という方式と合わせて4州にまで増加して
いる。
第3に、テューリンゲン方式の増加や、ニー
ダーザクセンの3層制から2層制への転換などの
改革が2000年以降に生じており、在来連邦州で
は1960年代より、また新連邦州では1990年の制
度構築以来、常に議論は有ったものの比較的安定
していた州行政構造が、変革期にあることをう
かがわせる。ザクセン・アンハルトの3県庁から
LVwAへの移行もこの文脈の一つに位置づけら
れる。
以上に示した3都市州を除く13の連邦州の全体
的な傾向を踏まえつつ、州中層官庁改革を実行し
た事例として、ザクセン・アンハルトにおける3
県庁体制からLVwA体制への移行について具体
的な考察を進める。
３．州政権枠組みの変遷
３．１．ザクセン・アンハルトについての分析視角
本稿では、再統一時から現在に至るまでのザク
セン・アンハルトについて、他の連邦州との比較
において特徴づけられることとして大きく2点、
すなわち第1に州政権交代が比較的多い点および
第2に中層官庁改革を実現している点に注目し、
両点の相互関係について考察する。そのために本
章では、第1の点について、以下、これまでに6
回実施された州議会選挙をメルクマールに、ザク
セン・アンハルトにおける州政権の枠組みの変遷
についてまとめる。
３．２．1990年から現在までの州議会選挙と州
政権枠組み
3．2．1．1990－1994年：CDU・FDP連立政権
図2は、1990年10月のドイツ再統一によって
新たな新連邦州となったザクセン・アンハルトに
おいて実施された最初の州議会選挙の結果による
州議会での議席配分を示したものである。寺迫
（2012a）で考察したとおり、ザクセン・アンハル
トでは1990年の再統一後最初の州議会選挙の結
果、CDUとFDPによる黒・黄連立政権が成立し
た。例えばPierson（2004）のような経路依存を重
視する歴史的新制度論の視点からすれば、決定的
に重要な制度構築の起点においてザクセン・アン
表1　各連邦州の2015年の州行政構造
州行政構造 数 13連邦州
3層制
複数の県庁 4
ノルトライン・ヴェストファーレン（NRW） （W）
バーデン・ヴュルテンベルク（BW） （W）
ヘッセン（HE）（W）
バイエルン（BY）（W）
単一の州中層官庁 4
テューリンゲン（TH）（O）
ラインラント・プファルツ（RP）（W）（2000～）
ザクセン・アンハルト（ST）（O）（2004～）
ザクセン（SN）（O）（2012～）
2層制 5
シュレスヴィヒ・ホルシュタイン（SH）（W）
ザールラント（SL）（W）
ブランデンブルク（BB）（O）
メクレンブルク・フォアポメルン（MV）（O）
ニーダーザクセン（NI）（W）（2005～）
※1；（W）在来連邦州、（O）新連邦州　※2；（西暦～）；制度改革時 【出典】著者作成
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ハルトは3県庁を有する3層制の州行政機構とし
て歩み始めた。
初代州政権としてのCDUとFDPの黒・黄連立
による政権運営はしかし、安定的とはいえないも
のであり、Gies初代州首相は1991年にシュター
ジ関与疑惑で辞任、後任も続かず、州議会の単一
の任期中に計3人の州首相が政権を率いることと
なった。このような議会選挙を経ない頻繁な州首
相の交代はドイツにおいては非常に珍しい事例で
ある。結果、CDU・FDP連立の連立与党は1994
年の第2回州議会選挙で野に下ることとなる。
図2　1990年第1回ザクセン・アンハルト州議会選挙
結果による議席配分
【出典】Landeswahlleiter/StatistischeLandesamt
Sachsen-Anhalt
3．2．2．1994年－1998年：SPD・B90/Grüne少
数連立政権（マクデブルク型モデル）
連邦レベルと同様、州レベルにおいても議会任
期中の議会解散は基本的には想定されておらず、
ザクセン・アンハルトでは1990年から現在にいた
るまで議会任期途中による州議会選挙の前倒しの
例はない。
図3は、初代議会任期満了後の1994年に実施さ
れた第2回州議会選挙の結果による各党の議席配
分を示している。この州議会選挙では、CDUと
FDPによる黒・黄連立から、SPD（ドイツ社会民
主党）とB90/Grüne （90年同盟・緑の党）による
赤・緑連立への州政権交代がみられた。総議席数
99のうち、CDUは37議席を獲得し第1党の立場
を維持したものの、FDPが比例代表制による議
席獲得要件である得票率5％未満かつ小選挙区で
も完敗して全滅し、かといってこれに対抗する
SPD（36議席獲得）とB90/Grüne（5議席獲得）の
獲得議席数を合わせても過半数に及ばなかった。
PDS（民主社会主義党）が第3党として21議席を
獲得したためである9。 その結果、SPDとB90/
Grüneは少数連立政権を樹立し、これをPDSが
容認する（toleriert von PDS）こととなった。い
わゆる「マクデブルク型モデル（Magdeburger 
Model）」あるいは反対論者の揶揄するところの
「赤い靴下（rote Socke）」である。
図3　1994年第2回ザクセン・アンハルト州議会選挙
結果による議席配分
【出典】Landeswahlleiter/StatistischeLandesamt
Sachsen-Anhalt
3．2．3．1998年－2002年：SPD単独少数政権（マ
クデブルク型モデル）
続く1998年の3回目の州議会選挙においては、
図4に示した通り、SPDが47議席を獲得し第1党
となるも、連立パートナーであったB90/Grüne
が5％条項を突破できず全滅したために、超過議
席が生じて総議席数が116となった州議会におい
て過半数を獲得できなかった10。一方のCDUは
28議席と獲得議席数を前回から減じ、FDPも議
席獲得ならず、 結果としてHöppner州首相は、
25議席を有するPDSの事実上の閣外協力により、
SPD単独で少数与党政権を継続した。なおこの
州議会選挙では、 間隙をついて極右政党DVU
（ドイツ民族同盟）が16議席を獲得して州議会進
図4　1998年第3回ザクセン・アンハルト州議会選挙
結果による議席配分
【出典】Landeswahlleiter/StatistischeLandesamt
Sachsen-Anhalt
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出を果たすものの、路線対立から会派が分裂す
るなど議会政党としては全く機能せず、案の定、
次の州議会選挙で全滅することとなる。結果と
して、SPDのHöppnerは、常に少数与党であり、
なおかつ途中で連立パートナーを失いながらも、
2期8年もの政権を維持することとなった。本稿
の注目点として後述するように、ザクセン・アン
ハルトにおける中層官庁改革は、このHöppner
州政権末期から本格化することとなる。
3．2．4．2002年－2006年：CDU・FDP連立政権
再び4年の議会任期を経た2002年の第4回州議
会選挙では、図5に示したとおりザクセン・ア
ンハルトにおいて2度目の本格的な州政権交代
が成された。すなわち、CDUとFDPによる黒・
黄連立による州政権の奪還である11。全115議席
中、CDUは48議席を獲得して第1党の地位を再
び奪取し、FDPも17議席を獲得して州議会へ返
り咲いた。注目すべきは、CDUから当選した48
議員全員が小選挙区の勝者であったことである。
一方、SPDとPDSは共に25議席で並び、これ以
降、ザクセン・アンハルトにおける両党の勢力は
逆転していく。本稿が考察する3県庁から単一の
LVwAへの移行は、この時成立したBöhmer州政
権によって成し遂げられた。
図5　2002年第4回ザクセン・アンハルト州議会選挙
結果による議席配分
【出典】Landeswahlleiter/StatistischeLandesamt
Sachsen-Anhalt
3．2．5．2006年－2011年：CDU・SPD大連立政権
Böhmer州首相の4年間の政権運営を経た2006
年州議会選挙では、図6に示したとおり、前回同
様の4党が州議会に議席を獲得し、総議席数は97
となったが、Böhmer率いるCDU（40議席獲得）
と連立パートナーであるFDP（7議席獲得）の両
党では過半数に達しなかった12。一方の野党陣営
も、2005年に改称したLinkspartei.PDS（26議席
獲得）がSPD（24議席獲得）を上回る力を得た13。
キャスティングボードを握るSPDは、CDUと
Linkspartei.PDSとのどちらと連立してもジュニ
ア・パートナーとならざるを得ない状況下で、連
邦レベルで2005年に成立したCDU/CSUとSPD
による大連立政権の枠組みと同じく、CDUと
SPDによる連立を選択した。従ってBöhmer州
首相は、連立パートナーをFDPからSPDに組み
替えつつ、続投し、Höppner前州首相と同じく2
期、ただし2006年以降州議会任期が4年から5年
になったため、Höppner前州首相を超える9年間
の州政権を維持した。
図6　2006年第5回ザクセン・アンハルト州議会選挙
結果による議席配分
【出典】Landeswahlleiter/StatistischeLandesamt
Sachsen-Anhalt
3．2．6．2011年－現在：CDU・SPD大連立政権
最後に、本稿の直接の考察の範囲には含まれ
ないが、直近の2011年に実施された州議会選挙
の結果についても、図7に示す。この州議会選挙
では、超過議席を含む総議席数が前回の97から
105へ増え、CDUの獲得議席数は前回の40から
図7　2011年第6回ザクセン・アンハルト州議会選挙
結果による議席配分
【出典】Landeswahlleiter/StatistischeLandesamt
Sachsen-Anhalt
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今回の41、連立パートナーのSPDは24から26、
Linkspartei.PDSから更に改組したDIE LINKEが
26から29と、3党間の勢力比にはほぼ変化はな
く、ただFDPが5%条項を越えられずに全滅した
一方で、B90/Grüneが5%条項を超えて州議会へ
再進出し9議席を獲得した14。この州議会選挙で
は、事前に州首相引退を表明したBöhmerを継い
でHaselofがCDUの筆頭候補となり、選挙結果を
受けてCDUとSPDの大連立によるHaselof州政
権が成立した。
３．３． ザクセン・アンハルトにおける歴代州政
権の変遷
これまでの考察を踏まえ、ザクセン・アンハル
トにおける州政権枠組みの変遷を一覧で認識でき
るようにまとめたものが、以下の表2である。こ
の表2は、ザクセン・アンハルトにおける歴代州
政権の連立枠組みと州首相についてまとめたもの
であり、表中の左欄から順に、第1に州政権の枠
組みについて何らかの動きのあった西暦、第2に
①から⑥で示した計6回のザクセン・アンハルト
州議会選挙と州政権交代の有無、第3に連立枠組
みと政党カラー、第4に歴代の州首相について把
握できるようにしている。
表から導かれる、ザクセン・アンハルトにおける
州連立政権の枠組みの変遷について特徴的なこと
としては、連立与党全てが下野する本格的な州連
立政権交代を2回、同一州首相による連立組み換
えを2回、同一の与党内での州首相交代を3回経
験し、歴代6名の州首相を有しており、これらは
各連邦州との比較において多い方に分類できよう。
このことを示したのが次の表3であり、1990年
以降から現在に至るザクセン・アンハルトを含む8
連邦州における州政権枠組みの変遷回数を示した
ものである。ここに示した8連邦州は、同じ新連
邦州としてザクセン・アンハルトとの比較にあたり
重要となる4州と、在来連邦州における州行政構
造改革の成否について重要事例であると認識でき
る3州と、ザクセン・アンハルトの計8州である。
この表3から、ザクセン・アンハルトは5つの
新連邦州の中で最も州政権の枠組みの変動が大き
く、在来連邦州を含めても最も変動の激しいニー
ダーザクセンに次ぐ位置づけにあることが明らか
となる。
表2　ザクセン・アンハルトにおける歴代州政権の連立枠組みと州首相一覧
州議会選挙 州政権 ※  ※ 州首相
1990
①州議会選挙
CDU・FDP過半数
CDU・FDP連立 ①Gerd Gies
1991
②Werner Münch
1993
③Christoph　Berger
1994
②州議会選挙
州政権交代／FDP全滅 SPD・B90/Grüne連立
Magdeburger Modell開始
④Rheinhard Höppner
1998
③州議会選挙
B90/Grüne全滅 SPD単独少数
Magdeburger Modell継続
2002
④州議会選挙
州政権交代 CDU・FDP連立 ⑤Wolfgang Böhmer
2006
⑤州議会選挙
連立組み換え CDU・SPD大連立
2011
⑥州議会選挙
CDU・SPD過半数 ⑥Reiner Haselof
※政党カラーは以下のとおり；CDU●黒、FDP●黄、SPD●赤、B90/Grüne ●緑 【出典】著者作成
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ただし、ザクセン・アンハルトでは1990年代に
議会任期満2期8年に渡って議会過半数に満たな
い少数政権が、しかも当時は政権担当能力のない
反体制野党とみなされがちであったPDSの閣外
協力によって維持されたことは、極めて特徴的で
あった。このような政権運営の枠組みがその州都
マクデブルクに因んでマクデブルク型モデルと一
般的に通称されるようになった程である。また、
少数政権を維持することの困難さは、例えば、ノ
ルトライン・ヴェストファーレンで2010年州議会
選挙後に成立したSPDとB90/Grüneの連立によ
る少数連立政権のKraft州首相ですら、2012年に
は議会過半数獲得を目指して新たな州議会選挙へ
挑み、その目論見を達成していることからも明ら
かであろう。
４．州中層官庁改革：	
３県庁からLVwAへの移行①
４．１．州政権交代と中層官庁改革
ここからは、再統一時から現在に至るまでのザ
クセン・アンハルトにおいて特徴づけられること
として大きく2点、すなわち第1に州政権交代が
比較的多い点および第2に中層官庁改革を実現し
ている点のうち、以下、後者の点について考察を
進める。
ドイツ再統一における州制度構築から現在に至
る制度発展の経過について、例えばKulth（2010）
は法体系の構築及び整備の観点から論じている。
すなわち、新連邦州は再統一に際して、新体制に
適合する限りにおいて暫定的にDDR体制からの
法体系を多く継承しており、1990年代半ばまで
はとにかく政治・行政構造が機能するように努め、
それから法体系の漏穴を塞ぎつつDDR体制から
の継続法規を新たな法規に代替するなどの法体系
整備に取組み、遅くとも2000年までには各新連
邦州において法体系の正常化を達成した（in der 
Normalität angekommen）という経過であり、ザ
クセン・アンハルトを事例として州議会任期ごと
の法案数が1990年から2006年にかけて減少して
いくことを示している15。たしかに立法数の変遷
は、制度が構築時から段階を追って安定していく
ことを示す重要な指標である。一方、本稿では、
制度発展の経過においてメルクマールとなった個
別の重要法案に注目して考察を進める。
寺迫（2012a）および寺迫（2014b）では、1990年
に、ザクセン・アンハルトにおいて3層制の中層
官庁として3県庁を有する州行政制度が構築され
たことについて考察した。ザクセン・アンハルト
最初の州政権を担ったCDUとFDPによる黒・黄
連立政権は、議会任期内に州首相交代を重ねてし
まうという事態に陥っていたが、それでも3人目
の州首相であるBergner政権において、自治体レ
ベルにおける制度再構築が1994年の自治体再編
として結実した。旧体制下の地域枠組みを多く残
していた37郡は21郡へ統合され、郡の傘下にあ
表3　1990年以降の8連邦州における州政権枠組みの変遷回数
連邦州 本格的な州政権交代 連立パートナー交代（※1） 歴代州首相数
ザクセン・アンハルト 2回 2回 6名
ザクセン 0回 3回 3名
テューリンゲン（※2） 1回 3回 5名
ブランデンブルク 0回 2回 3名
メクレンブルク・フォアポメルン 1回 2回 4名
ニーダーザクセン 3回 1回 7名
ラインラント・プファルツ（※3） 1回 2回 4名
ノルトライン・ヴェストファーレン 2回 1回 5名
※1；連立政権から単独過半数への移行およびその逆の場合も含む。
※2、※3；2014年テューリンゲン州議会選挙後はSPDが、1991年ラインラント・プファルツ州議会選挙ではFDPが、それぞれ
連立政権のジュニア・パートナーとして政権に留まったが、両事例ともCDUの州首相から対立するLINKE（テューリンゲン）およ
びSPD（ラインラント・プファルツ）出身の州首相へ交代したため、これらは本格的な州政権交代に分類する。 【出典】著者作成
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る市町村（Gemeinde）の数も1305から1033へ合
併が進んで約21％の減少となった。県庁設置の
根拠の一つとされた、機能的な自治体制度が整備
されるまでの暫定的な県庁必要論は、ここにその
根拠を失うか、あるいは県庁に取って代わるには
さらなる自治体再編が必要との論点に立つことに
なったといえる。
その後の制度改革により、ザクセン・アンハ
ルトの州行政構造は、2004年年頭から3層制を維
持したまま3県庁を単一のLVwA（Landesverwal-
tungsamt：州行政庁）へ移行した。ただしこの中
層官庁をめぐる制度改革が実現に至った過程は、
実現当時のCDUとFDPの連立政権だけでなく、
その前のSPD政権から始まっていた。前節でザ
クセン・アンハルトにおける州政党政治の枠組み
について考察したのは、このためであり、以下、
LVwAの設置に至る政策過程について、第1に
SPD政権時、第2にCDU・FDP連立政権時、それ
ぞれの州議会審議を中心に考察する。
４．２．	SPD政権と第２次自治体改革・行政改
革推進法
4．2．1．SPD政権によるLVwA設置案
前章でみたとおり、1994年には州政権交代が
おこり、2002年までの8年間、SPDのHöppner
州首相によるマクデブルク型モデルと称される
少数与党政権が続く。 このHöppnerは、 寺迫
（2012a）で考察したように、1990年の州行政制度
構築時には、県庁を不要とする2層制論者の州議
会議員であった。そのHöppner州政権の2期目、
PDSの閣外協力によるSPD単独少数政権の末期
に、LVwAの設置への道筋が定められた。すな
わち、第2次自治体改革・行政改革推進法（Zwei-
tes Vorschaltgesetz zur Kommunalreform und 
Verwaltungsmodernisierung）（以下：第2次推進
法）である。この第2次推進法は、2000年9月14
日に州議会で審議入りした後、「機能・行政改革
および自治体再編改革暫定委員会（Zeitweiliger 
Ausschuss Funktional- und Verwaltungsreform/
Kommunale Gebietsreform）（以下：行革暫定委員
会）」を中心として議論を経てきた。
2001年4月21日、州議会での最終審議におい
て、委員会草案を提出した行革暫定委員会からの
委員会報告者Hoffmann議員（SPD）がおこなった
第2次推進法案の概要説明のうち、本稿に関する
論点としては、2004年12月31日までに県庁（Regie-
rungspräsidium）を廃止し、LVwA（Landesver-
waltungsamt：州行政庁）を設置すること、ザー
ルラント方式の州官庁も2004年12月31日までに
最大数9庁まで統合すること、そして、これに伴
い自治体へ州所掌事務（Landesaufgaben）を移
譲することが掲げられた16。同法案では、将来的
には自治体に、移譲される所掌事務遂行に適し
た能力を見込まなければならないため、独立市
（Kreisfreie Stadt）および郡（Landkreis）におい
ては少なくとも住民数15,000人以上、行政共同体
（Verwaltungsgemeinschaft） を結成していない
単独の市町村（Gemeinde）においては少なくとも
に住民数7,000人、行政共同体を結成する場合に
は所属市町村の住民数合計が10,000人に達し、か
つ行政共同体を構成する各自治体の住民数も少な
くとも1,000人を超えるべきであるという基準を
掲げた17。
上に示されている自治体に対して求められてい
る標準規模からも明らかなように、そもそもドイ
ツの自治体は日本の地方公共団体と比較してかな
り小規模であり、ザクセン・アンハルトにおいて
も、州内で1、2を争う最大規模の人口を擁する
ハレ市でも2001年当時で約24.2万人、そして現
人口は約23.4万人である18。2007年に行なわれた
自治体再編を経て現在ハレ市を取り囲むように位
置するザーレ郡には15の市町村（Gemeinde）が
属しており、それでも郡全体の人口は約18.8万人
である19。このハレ市とザーレ郡を合わせた規模
は、例えば日本の富山市単独の規模にちょうど相
当する20。
4．2．2．州行政構造の2層制への転換の試み
Hoffmann議員は第2次推進法の委員会草案の
説明の中で、CDU会派からの当初の対案が州行
政の3層制を維持し、現状の3県庁を2県庁へ減
ずるだけのものであったとして、SPDとの改革
への取り組み姿勢の差を強調した21。続けて登壇
したSPDのPüchel州内務大臣は、1999年12月の
「ザクセン・アンハルト自治体改革指針（Leitbild 
für eine Kommunalreform in Sachsen-Anhalt）」
および2000年4月の「州行政改革に向けた州政府
指針（Leitbild der Landesregierung zur Moder-
寺迫剛：ザクセン・アンハルト州における3県庁から LVwAへの移行と州政権交代
24
nisierung der Landesverwaltung）」、そして2000
年4月6日の州首相施政方針演説（Regierungser-
klärung）を踏まえつつ、これらの政策案が第2次
推進法として具体的な形となり、議会過半数の支
持を獲得できることを喜んだ22。というのも、本
法案には閣外協力関係にあるPDSからの支持も
得ていたからである。
本稿において注目すべきは、Püchel州内務大
臣が「本法案は補完性原理と2層制（Subsidiarität 
und Zweistufigkeit）の原則を指向した法的枠組
（Regeln） を予定しており、自治体の能力に応じ
た所掌事務の移譲と結びついている」23、あるい
は「2000年9月14日の第2次推進法の州議会提出
に際して、私は自治体行政および州行政の全て
を、2階建ての一つ屋根の下（mit einem Haus, 
das zwei große Etagen hat）にまとめた」24と述べ
ているとおり、LVwA設置を盛り込みつつ、こ
れを2層制の州行政への転換であると自己認識し
ていたことである。
4．2．3．CDU対SPD：3層制か2層制か
これに対し、CDUのBöhmer議員が反論に立
ち、大きく2つの論点からこの第2次推進法に反
対である旨を述べた25。すなわち第1に、本法案
は必要とされる行政改革を未完かつ不十分にし
か満たしていない、第2に、本法案の自治体再編
（Gebietsreform）に関する部分は明らかに間違え
ている、という2つの主張である。このBöhmer
議員こそ、前節にみたとおり、翌2002年の州議
会選挙で勝利し、CDUとFDPによる黒・黄連立を
率いる州首相となる人物である。特に本稿では、
Böhmerの第1の論点に注目する。Böhmer曰く
「あなた方（SPD政権）は行政構造について、基本
的に2層制に組織すると言いながら、同じ法律で
LVwAの設置も決めている。Püchel大臣、私は
心から反論いたします、ここで主張していること
は、あなたは3まで数を数えられないということ
です。」26 Böhmer議員は続けて、LVwAを設置す
ることによって築かれる州行政構造について「こ
れを3層制という。あまりにも明らかだ。私はあ
なたもそう呼んでいた頃を覚えていますよ。」27と
述べ、SPD政権がLVwAを伴う州行政構造につ
いて、これを3層制あるいは2層制のどちらとし
て認識するか、揺れ動いていることを指摘した。
この点については、同じ審議で質疑に立った
CDUのBecker議員も追及の手を緩めず、 曰く
「あなた方も本当はわかっているのでしょう、ま
だ白状できますよ、この法律は3層制としてス
タートしたもので、州首相も昨年4月の施政方針
演説で3層制に言及しており、昨年5月か6月の
暫定委員会においてもまだ3層制に言及していた
にもかかわらず、いわゆる「5＋5会談」により一
夜にして2層制を紛れ込ませたのでしょう？これ
がよもや首尾一貫した政策ですか？どこに明確さ
があるのでしょうか？どこにあなたのスジを認識
できるのでしょうか？」28なお、「5＋5会談」とは
SPDとPDSによる協議の場であり、この議会任
期末までの解決すべき主要議題として6項目を掲
げており、その一つに行政改革も含まれていた29。
こ れ に 対 し、SPDか ら 再 反 論 に 登 壇 し た
Brachmann議員は「2層制か3層制かという論争
は、髭の好み（Streit um Kaiser Bart）に過ぎな
い。どの連邦州においても、純然たる3層制あ
るいは2層制というものは存在しない」30とはぐ
らかしつつ、その根拠として、2層制を採用する
シュレスヴィヒ・ホルシュタイン州行政やブラン
デンブルク州行政にも所掌事務によっては州官庁
が存在することを指摘し、現状のザクセン・アン
ハルト州行政も県庁を通じた3層制の州行政と並
行して学校行政（Schulverwaltung）や防災行政
（Katasterverwaltung）のように県庁を介さない
州行政構造を並存していることを挙げつつも、し
かし一方で当初の州首相府ではLVwAを中層官
庁（Mittelinstanz） としてイメージしていたこと
を認めざるをえなかった31。ただし、Brachmann
議員は他の連邦州の事例を挙げながら、この議論
においては最も重要な事例であろうテューリンゲ
ン州のLVwAには触れなかったことを、本稿では
確認しておく。テューリンゲンは1990年の州制度
構築時に、各連邦州の中でも最初の試みとして、
州内に単一の州中層官庁としてLVwAを導入し
ており、これをもってテューリンゲン州は一般的
に3層制の州行政構造であると認識されている。
4．2．4．マクデブルク型モデルによる可決
このようなSPDの2層制か3層制かについて
のいわゆるブレと関連して、上に「5+5会談」の
存在が指摘されていたように、ここで特徴的な
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のは、委員会がまとめた第2次推進法案への賛
意をPDSが明瞭にしていたことである。この質
疑の最後に、PDS会派から登壇したPaschke議
員は「（第2次推進法により）2層制が確実なもの
となり、収束機能（Bündelungsfunktion）は郡へ
移譲され、所掌事務配分の最前線決定（Erstin- 
stanzlichkeit der Entscheidung）の原則を確かな
ものとする」32として、2層制への転換を強く求
めた。Paschke議員はテューリンゲン方式にも触
れ「はっきり断言すべきだ。ザクセン・アンハル
トには、テューリンゲン方式（á la Thüringen）
のLVwAは有ってはならない。地域的所掌領域
をこの官庁へ移譲するという考え方から依然とし
て離れられない者は、改革を根本から危険にさら
し、政治的信頼性（politische Glaubwürdigkeit） 
を危機に陥れる」とまで言い切った。これらの
LVwA設置に関する議論を含め第2次推進法案に
ついての審議は終了して採決となり、この2001
年4月21日、第2次推進法は成立した。
ここで論点となっているのは、LVwAの設置
をもって、州行政を3層制とみなすか、2層制と
みなすかということである。SPDのBrachmann
議員は、議論の出発点として、前章でみた1990
年の州行政制度構築に立ち返り、Jene Schimitが
Volksstimme紙に1999年12月21日に寄せた以下
の批評、すなわち「ニーダーザクセンの官僚は
1990年に県庁（Regierungspräsidien）の設置を推
奨し、ザールラントの官僚は州官庁（Landesäm-
ter）の設置を薦めた。ザクセン・アンハルトは両
方を採用した。その結果がこうだ、貧しい東の連
邦州は、豊かな西の在来州よりも、住民数当たり
より多くの州官僚を抱え込んだ。コストばかり多
くなった。それ以上の好景気はもたらされなかっ
た。」と引用して、こう続けた「これこそあなた方
（当時のCDU・FDP連立政権）が築いた行政だ。」33
とはいえ、SPD、CDUともに、 中層レベル
（mittlere Verwaltungsebene） に行政構造を設置
することでは一致しており、後の州首相Böhmer
議員に言わせれば「議論すべきは、どこにこの官
庁および雇用の場（Arbeitsplätze）を配置するか
ということであり、（行政）構造（そのもの）につ
いてではない。我々はすでに述べたとおり、県
庁についてはあらゆる観点から3県庁は多すぎ、
従って2県庁を提案した。私としては、1つでも
十分かもしれないということも承知している。1
つとなると州庁（Landesamt） と称することとな
ろうが、支庁（Außenstelle）を設置するにせよ
しないにせよ、それは私にとって譲れない問題
（Glaubensfrage）では全くない。この際、精査し
得るのは、何がより利益に叶いつつ効果的かとい
うことで、しかし我々はこれをやり遂げねばなら
ない」34ということであった。
５．州中層官庁改革：	
３県庁からLVwAへの移行②
５．１．	CDU・FDP連立政権とLVwA設置
SPD政権末期に成立した第2次推進法によっ
て、2004年12月31日までに3県庁は廃止され、
これに替わってLVwAが設置されることは決
まっていた。しかし、実際には期限よりも1年早
く、2004年1月1日からLVwAは設置された。設
置時期だけでなく、州行政構造におけるLVwA
の位置づけも、大きく変わった。2001年の立法
からここに至る最も大きな政治的変動は、もちろ
ん2002年の州政権交代である。前章にみたとお
り、2002年の州議会選挙ではCDUとFDPが合わ
せて州議会過半数を獲得し、両党による黒・黄
連立政権が州政権を奪還した。州政権交代後の
2004年1月1日をもって3つの県庁は、単一の中
層官庁としてのLVwAへ統合され、これら3県
庁だけでなく、ザールラントの制度をモデルに設
置されていた22の州特別官庁も同時に、この州
行政庁へ統合された35。これはザクセン・アンハ
ルトにおける一連の行政改革における最大の構造
改革であり、「競争力をまとめること（Bündelung 
der Kompetenzen）こそ、州行政庁の強みであ
る」と謳われている36。 1990年に3層制かつ3県
庁から成る州行政制度構築を主導したアクターで
ある黒・黄連立が、その後の州政権喪失と再獲得
を経て、自らこれを制度転換したことになる。な
お、ここで言及しておかねばならないこととし
て、LVwAはハレ市に本庁を設置しつつ、旧県
庁所在地のマクデブルク市とデッサウ市にも支庁
を設置したことである。
CDU・FDP連立政権によるLVwAの設置は、
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具体的には以下の2本の法律、 すなわち第1に
Verwaltungsmodernisierungsgrundsätzegesetz 
（VerwModGrG：行政改革基本法）および、第2に
Gesetz zur Neuordnung der Landesverwaltung 
（LVwG：州行政再編法）の一部としてのGesetz 
zur Einrichtung des Landesverwaltungsamtes
（LVwA設置法）によって実現することになった。
ここで指摘しておくべき、前SPD州政権当時
のLVwA構想との最大の違いとしては、Böhmer
政権はザクセン・アンハルトの州行政構造につい
て、これはLVwAを伴う3層制であると規定し
ていたことである。
５．２． 行政改革基本法（VerwModGrG）	
成立過程
5．2．1．行政改革基本法（VerwModGrG）の提
出と修正
CDU・FDP連立政権の手による行政改革基本法
について、州政府案は2002年10月10日に州議会
に提出され、州議会内務委員会に送付された37。
Jeziorsky州内務大臣は、州議会への行革基本法
案提出に際して、この法案の重点的構成要素を以
下の3点にまとめた。すなわち、第1に、州行政
のあらゆる部門に行政改革への道筋をつけるこ
と、第2に機能改革として、州の所掌事務を郡お
よび独立市へ移譲すること、第3に高機能で現代
的かつ市民に近い公共管理に向けて自治体間所
掌事務共有（interkommunale Aufgabenvelage- 
rung）の枠組みを構築することである。特に第1
の論点、すなわち本稿の考察対象であるLVwA
について、Jeziorsky州内務大臣は「本法案はま
さにLVwAのレベルにおいて、行政プロセスの
低コスト性と経済性に重要な貢献をもたらしま
す。なぜなら州省レベルと自治体レベルの間に
LVwAという基本的に単一の交差点を創出する
からです。同時に、統一的な行政執行も確保され
ます。この側面は、州の所掌事務を自治体へ移譲
するに際して、過小評価すべきではないもので
す。」38そして、LVwAの設置が中期的には重要な
コスト削減効果をもたらす例として、これまで3
県庁ごとにおこなわれていた人事管理、調達およ
び予算を横断的に単一のLVwAとして遂行でき
ることを挙げた。
法案が送付された州議会内務委員会では、委
員長をSPDのPolte議員が務めており、2002年
10月16日39、11月1日40、11月20日41の審議を経
て、年を超えて2003年1月16日には州財務委員
会でも審議され42、1月29日の州内務委員会で委
員会案を採決し43、本会議へ送付した。
2003年2月6日、州議会本会議において内務委
員会から送付された行革基本法の最終審議がおこ
なわれた。連立与党FDPから登壇したKosmel議
員は、長すぎる法律名に絡めつつ「法律名を「行
政改革法（Verwaltungsmodernisierungsgesetz）」
としてもよかった、というのもこの法案は内容的
に連立政権の観点から行政改革の基本原則、す
なわち規制緩和、事業仕分け（Aufgabenkritik）
および民営化を盛り込んでいるのです。よって
FDP会派としては、州政府案の法律名によって
その内容を的確に具体化して示していると考え
ています。ところでRothe議員、我々は皆すでに
「行政改革基本法（Verwaltungsmodernisierungs-
grundsätzegesetz）」（を詰まらず言える程）に慣れ
ていますよ。」44と述べた。
5．2．2． 行政改革基本法（VerwModGrG）にお
けるLVwAの位置づけ
行政改革基本法（VerwModGrG）案は、第2条
1項において同2003年6月30日までに州行政機関
および市町村レベルに委任された所掌事務を総括
して更新することとされ、あらゆる所掌事務につ
いて検討し、民営化できるものは民営化し（同法
2条2項）、残された所掌事務についても必要最低
限にまで法規制や執行過程の緩和をはかるととも
に（同法3条）、市町村レベルへの移管を推進する
こと（同法4条）とされた45。そしてこの方針の下、
同法第6条において2003年12月末をもっての3県
庁の廃止および2004年年頭からのLVwA設置が
謳われた。この再編では同時に、3県庁に属さな
い州特別官庁（Sonderbehörden）も、その所掌事
務が市町村レベルへ分権不可能かつ州行政庁への
統合による効果が認められない場合を除き、州行
政庁へ統合されることとされた（同法7条）。
この州行政改革基本法（VerwModGrG）の特に
第2条の書きぶりは、州議会での同法案の最終審
議において、法案に反対するPDSのPaschke議員
が「今風のネオリベラル的時流に追従すること実
に著しい」46と批判したように、いわゆるNPM指
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向を徹底する明確な文面であった47。たしかに法
案の文言における言い回し自体は、日本において
枕詞のように餅られる「官から民へ」の徹底という
大号令にも似た言葉使いと大差ない。Paschke議
員は、CDUが推し進める競争と経済効率性を過
度に重視する路線が、自治体や州における政策・
政治（Politik）の影響力を弱体化させ、「外圧も無
ければ切迫した事態でもないのにハラキリに邁進
し、後で結末に痛嘆するに違いありません、如何
にPolitikの影響力が僅かになってしまったかと。
多数決によって包括的民営化という基本方針は採
択されるでしょう、そもそも我々が議会の影響力
および決断力をより正確に定義することすらせず
に。」48と、行政や政治の担う領域の縮小をハラキ
リという単語で言い表している。
しかし、たとえ同じような言い回しであったと
しても、導き出される結論はそれぞれに異なる。
すなわち、行政が担うべき最低限の範囲あるいは
その機能についての認識が異なっているというこ
とであろう。ザクセン・アンハルトにおいては、
これまでの数年間の議論の過程で政権担当能力を
有する各政党が攻守を入れ替えつつ与党と野党を
経験し、少なくとも中層官庁（Mittleinstanz）と
してのLVwAの設置では共通するところにまで
は至ったといえよう。
5．2．3．州内3地域競合の文脈
LVwAが必要であることについての合意が形
成されてなお、与野党間での最も大きな対立軸と
して認識されたのは、旧県庁所在地に引き続き
に拠点、すなわちLVwAの支庁を維持するか否
かであった。1990年の3県庁設置当時にもみられ
た、ザクセン・アンハルトの3つ独立市、ハレ、
マクデブルク、デッサウの位置づけを巡る駆け引
きである。この論点に関連して、2002年州議会
選挙において争われた小選挙区は全49区であり、
CDUから当選した48議員全員が小選挙区の勝利
者、1選挙区のみSPDが勝利したことを確認して
おく。つまるところ、州議会においてCDUは全
議員小選挙区選出議員であり、1議席を除く他党
の州議会議員は比例リストからの当選者だったと
いう構図である。
行政改革基本法の最終審議において、先程FDP
のKosmel議員から名指しされていた野党SPDの
Rothe議員は、この点を鋭く突いた。Rothe議員
は、法案をまとめた州議会内務委員会から委員
会草案報告者として登壇したJens Kolze議員に
対し、Kolze議員が自身の選挙区に含まれる県庁
所在地であるデッサウに、引き続きLVwA支庁
を設置することを図り、「これにより、テューリ
ンゲンのLVwAの業務集中に肩を並べ得るよう
な、ハレへの段階的な所掌事務の集中を阻止し
た」として、非難した49。たしかに、KolzeはCDU
に所属し、州議会選挙第26選挙区出身で、これ
はデッサウ・ロスラウ市に位置する50。
実際のところ、2004年年頭からのLVwA設置
を定めた第6条3項の中の一文について、最初に
州議会に提出された政府案では「州政府は外庁を
設置し得る（Die Landesregierung kann Außen-
stellen einrichten.）」だったものが、州議会内務
委員会での修正を経た委員会草案では「州政府
はマクデブルクおよびデッサウに支庁を設置す
る（Die Landesregierung richtet unselbständige 
Nebenstellen in Magdeburg und Dessau ein.）」と
なっており2都市が明記された51。そして、この
委員会草案は政府案から上記を含め多くの修正が
成されてなお、委員会採決においても賛成7、反
対6、棄権0で可決され、州議会へ送付されたと
いう経過をKolze議員自身が委員会案として報告
している52。
5．2．4．行革基本法（VerwModGrG）の可決
さらにSPDのRothe議員は、3県庁の廃止と
LVwAの設置について、CDUが最近まで決して
一枚岩ではなかったことを追求した53。それによ
れば、2000年6月17日にハレにおいて当時野党
であったCDUのBöhmer現州首相が県庁廃止を
表明したことから、CDU 内での議論となったが
結局、CDUは県庁維持の方針を決め、2000年9
月14日に州議会においてCDUのBecker議員が
州行政の2層制への移行を拒否すると言明するに
至った。そして2002年1月9日付けのCDU会派
からの行政改革についての議案ではなお、3県庁
を単一のLVwAに統合したところで、けっして
効率的かつスリムな行政を想定するにふさわしい
手立てとはならない、としていた。それにもかか
わらず、 直後の2002年1月17日にBöhmer議員
が、ドイツには州であるザクセン・アンハルトそ
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れ自体より規模の大きい地域を管轄する県庁が存
在することから、ザクセン・アンハルトとして単
一のLVwAで間に合う（auskommen）、と州議会
で発言していた。ところが、4月の州議会選挙に
よる州政権交代を経て州首相となったBöhmerは
単一のLVwA論者としての立場を一貫できずに、
CDUとFDPによる復古的な力（die restaurativen 
Kräfte） に屈し、マクデブルグおよびデッサウに
LVwAの支庁を維持することになった、とRothe
議員はこれまでの経緯を振り返りつつ批判した。
Rothe議員の批判はさらに、先のSPD前州政権
による第2次推進法を引き合いにして、行革基本
法を批判した。つまり、行革基本法と言いなが
ら、行政改革の基本方針とはなっておらず、行
政改革の断片に過ぎない。しかも「これらの断片
はSPDの第2次推進法からの断片をくすねたもの
だ」54と。たしかに、双方の法律を比較しての最
大の違いは、自治体再編への関与の仕方にあり、
SPDによる第2次推進法には自治体再編へ向けた
望ましい市町村規模等についての基準が盛り込ま
れていたが、今回の行革基本法ではそのような
基準の明確化はおこなわれなかった。ここにも、
CDUとSPDの政策選好の違いとして、前者は中
層官庁により多く比重を置き、後者はむしろ自治
体レベルへの所掌事務移譲を進める姿勢がみら 
れる。
州議会での以上のような議論を経つつも、2003
年2月6日、行革基本法は与党会派の賛成と野党
会派の反対により、賛成多数で可決した55。そし
て同法に定められたLVwA設置予定期日の2004
年1月1日に向け、これを具体化するべくLVwA
設置法が制定されることとなった。
５．３．	LVwA設置法の成立
LVwAの 具 体 的 な 構 造 は、 州 行 政 再 編 法
（LVwG）の中でまとめられた。この州行政再編
法を構成する第1章が州行政庁設置法（Gesetz 
zur Einrichtung des Landesverwaltungsamtes）
となっており、 州教育庁（Staatliche Schuläm-
ter）、州立教員養成所（Staatliche Seminare für 
Lehrämter）、州立職業訓練校教員養成所（Staat-
liches Seminar für das Lehramt an berufsbilden-
den Schulen）および州社会援護庁（Landesamt 
für Versorgung und Soziales）は2003年末に廃止
の上、それらの所掌範囲を新設の州行政庁へ統合
することとなった（LVwG、第1章1条2条）56。
州行政再編法の審議において、法案を提出した
州議会内務委員会のKosmel議員から経緯説明が
なされ、2003年9月18日の第15回州議会におい
て委員会審議へ送付され、内務委員会を筆頭に、
厚生・社会委員会、教育・研究委員会、文化・メ
ディア委員会および財務委員会とも協議が重ねら
れてきた。
LVwAを所管する州内務省のJeziorsky州内務
大臣は、LVwAは7局体制で職員数2342名となる
こと、LVwAの設置により自治体および投資家は
単一の総合的パートナ （ーein zentraler Ansprech-
partner）を得られることを挙げた57。LVwAは州
行政の中枢収束調整機関（zentrale Bündelungs- 
und Koordinierungsbehörde）として機能するとさ
れた（VerwModGrG、第6条3項）。なお、LVwA
の所管については、一般所管（Dienstaufsicht）は
州内務省に属するが、州行政庁が扱う様々な所掌
事務の専門性に応じた各州省もLVwAに対する
それぞれの専門所管（Fachaufsicht） を有すること
とされた（LVwG第1章第5条）。
５．４．	遅れてきた自治体再編
2004年にザクセン・ アンハルトの州行政構
造は、3層制を維持しつつも、3県庁が単一の
LVwAへ移行した。また現在に至るまで、ハレ
を本庁としつつ、マクデブルグおよびデッサウに
支庁を維持している。これが3層制かつ3県庁を
有する行政構造として出発した1990年以来のザ
クセン・アンハルトの制度発展の道のりの現状で
ある。
2004年以降の大きな変化としては、前章にみ
たとおり、2006年の州議会選挙の結果としてこ
れまでのCDUとFDPによる黒・黄連立の枠組み
では州議会過半数を下回ることとなり、CDUの
Böhmer州首相は、連立のジュニア・パートナー
としてFDPではなくSPDと組むことで州議会過
半数を超える連立政権を樹立した。この連立枠組
みはザクセン・アンハルトで初であり、連邦レベ
ルにおいて2005年に成立したAngela Merkel連
邦首相率いる大連立政権と同様の黒・赤連立の枠
組みである。これ以降、ザクセン・アンハルトで
はCDUの州首相が率いるSPDとの連立政権が継
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続している。
また2006年の州議会選挙および州政権の連立
組み換えに前後して、自治体再編（Kreisgebiets-
reform）がおこなわれている。前回1994年の自治
体改革により再編された21郡は、2007年7月1日
をもってさらに11郡に再編され、これらとハレ、
マクデブルグ、デッサウ・ロスラウの3独立市に
よってザクセン・アンハルトの郡レベルは構成さ
れることとなった58。
本稿執筆時現在、ザクセン・アンハルトの州議
会任期は末期に差し掛かっており、次回の州議会
選挙が2016年3月31日に予定されている59。多く
の選挙争点の中で、州行政構造については各党の
選挙公約において如何に扱われるか、そして、新
たな州政権が現状のLVwAを有する 3層制の州
行政構造に手を加えるのか否か、しっかり注目
し、考察を続けていく。
６．結論
本稿では、ザクセン・アンハルトの州行政構造
が3県庁からLVwAへの移行したことについて、
州政権交代がその契機および結果に大きく影響し
ているかを考察した。
以下の表4は、本稿の考察を踏まえつつ、ザク
セン・アンハルトにおける州制度改革と州政権枠
組みの変遷との関係についてまとめたものであ
る。これは表2と同様に、左欄から順に、計6回
実施された州議会選挙と州政権交代の有無、各州
議会任期の州政権枠組み、そしてこれらと、ザク
セン・アンハルトにおいてメルクマールとなった
州行政制度改革を併記したものである。
表4から分かることしては、本稿で論じたよ
うに、3県庁からLVwAへの移行過程は2002年
の州議会選挙の前後に跨って進行した。すなわ
ち、任期末期のSPD政権および州政権交代後の
CDU・FDP連立政権それぞれによって政策過程の
主導権争いがおこなわれた。
また、本稿冒頭で言及したように、3層制を採
用する連邦州における中層官庁の制度設計は、自
治体レベルの制度的枠組みとも大いに関連してい
る。ザクセン・アンハルトにおいても、1990年か
らこれまでに多くの自治体再編（Gebietsreform） 
が実施されているが、その中でも最も大規模な2
回の自治体再編は、1994年および2007年に実施
されている。表4から、これらのメルクマールと
なった自治体再編も、1994年および2006年の州
議会選挙および州政権交代を跨いだ政策過程の結
果であることがうかがえる。
以上から、本稿で提示した命題、すなわちザク
表4　ザクセン・アンハルトにおける州制度改革と州政権枠組みの変遷
州議会選挙 州政権
主なVerwaltungsmodernisierung
およびKreisgebietsreform
1990
①州議会選挙
CDU・FDP過半数
CDU・FDP連立
1994
②州議会選挙
州政権交代／FDP全滅
SPD・B90/Grüne連立
Magdeburger Modell開始
Kreisgebietsreform 1994
第2次推進法 （2001）
1998
③州議会選挙
B90/Grüne全滅
SPD単独少数
Magdeburger Modell継続
2002
④州議会選挙
州政権交代 CDU・FDP連立 行政改革基本法（2003）
LVwA（2004－）
2006
⑤州議会選挙
連立組み換え CDU・SPD大連立 Kreisgebietsreform 2007
2011
⑥州議会選挙
CDU・SPD過半数
※政党カラーは以下のとおり；CDU●黒、FDP●黄、SPD●赤、B90/Grüne●緑 【出典】著者作成
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セン・アンハルトにおいて特徴的な州行政制度改
革と州政権交代との間には相関関係があるか、と
いう問いかけに対する検証がなされた。すなわ
ち、他の連邦州との比較において州政権交代の頻
度が多く州レベルでの政党政治の枠組みが固定的
でないことが、3県庁からLVwAへの移行をはじ
めとする州行政制度改革の頻度につながってい
る。ただし、具体的な制度転換の内容としては、
当初SPDが試みた3層制から2層制への転換は実
現せず、またザクセン・アンハルトに特徴的な州
内3地域間関係にも左右されるなど、最終的には
政策空間に存在する各アクター間の競合関係の均
衡が保たれる範囲に収束することとなる。
本稿で得られた結論を踏まえて、今後は考察
の範囲を他の連邦州へ拡大する。なぜなら、ザ
クセン・アンハルトの事例と比較して、一方で
州政権交代が比較的多いにもかかわらず州行政制
度の変動が少なく安定的な連邦州、他方で州政権
が安定しているにもかかわらず州行政制度改革が
進行している連邦州、双方の事例が存在するから
である。従って、各連邦州における多様な州行制
度は、それぞれの制度発展の経路にも多様性がみ
られ、これを分析し類型化することを、次稿以降
の課題とする。そしてこれまでとこれからの考察
を通じて、ドイツの政治・行政制度が機能する実
態の理解に向けて、行政学的視点と政治学的視点
を併せ持った分析の枠組みの必要性が認識できよ
う。
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